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 本研究の目的は次の 2点である。１つは，これまでの近代社会教育政策に関する先行研究を整理すること，
もう 1つは，明治後期から昭和初期の社会教育政策の成立過程とその要因を，政治的アクターの相互関係の
中で通史的に描きなおすことである。先行研究では，社会教育政策の成立や社会教育行政機構の整備・拡充

を所与の結果として理解する傾向が強かったため，社会教育政策について，誰が，なぜ大正から昭和初期に

成立させたのかという過程や要因を十分に明らかにしてこなかった。よって本研究では，それを時々の内閣

やその文部大臣をアクターに位置付け，社会教育政策の成立過程を再構成し，成立の要因を明らかにするこ

とを試みた。 
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1 研究の目的 
 近代社会教育（通俗教育）の歴史は，社会教育

行政機構の整備過程に併せて論じられることが

多い。中央政府における社会教育行政機構の推移

はおよそ次の通りである（山本 1989:22）。 
 大正の初めには，通俗教育は普通学務局第三課

の所掌事務のうちの 1 つに位置づけられていた。
この時点で通俗教育政策は実際のところ積極的

に行われていなかった。 
 その後，臨時教育会議での「通俗教育ニ関スル

件」の答申に基づき，1919（大正 8）年に文部省
に通俗教育主任官が置かれ，乗杉嘉壽が任命され

る。同年，通俗教育の専管課である普通学務局第

四課が新設された 1)。第四課の所掌事務は，通俗

教育（1921年以降，社会教育），図書館及び博物
館，盲唖教育及び特殊教育，青年団，教育会の 5
項となった。 
 1924（大正 13）年には，この第四課が社会教
育課に改称される 2)。この時の所掌事務は，第四

課の事務に加え，成人教育，民衆娯楽改善，通俗

図書認定等となっていた。1926（大正 15）年以
降は青年訓練所に関する事務が追加された。 
 1929（昭和 4）年には，普通学務局に置かれて
いた社会教育課が社会教育局に昇格となる。同局

は 3課編成とされ，青年教育課，成人教育課，庶
務課が置かれた。社会教育課の所掌事務と比較し

て特筆すべき点としては，それ以前は実業学務局

第四課で所掌されていた実業補習学校に関する

事務が青年教育課に移されたことが挙げられる。 
 このような社会教育に関する文部省内の行政

組織整備が，大正期に社会教育行政が「拡充」し

た根拠として提示される場合が多い。しかし社会

教育行政機構の整備が大正期から昭和初期に積

極的に進められた背景と要因については，先行研

究において断片的に言及されるに過ぎない。 
 先行研究においては，このような行政組織の整

備拡充が図られた要因として，政府の思想対策で

-  71  -



　 
 

 

あることが明らかにされてきた。しかし，もとも

と社会主義思想をはじめとする「危険」思想への

国家的な対策は内務省が主導して行ってきた社

会政策であり，社会教育行政組織が文部省内に整

備拡充された政治的要因を示す論拠としては不

十分である。先行研究に見る研究上の課題として

は，以下のような点が考えられる。 
1つは，このような「拡充」の過程を所与の結

果として見なし時期区分を行い，その時期区分を

前提として社会教育論者の間の社会教育思想の

異同を分析するアプローチが主流を占めてきた

ことである。そこでは抽象的な「国家」ではなく，

具体的な誰の「権力」の下で「拡充」の過程が進

行したのかを問う作業が進められてこなかった。 
2つ目として，これまでの研究では文部省内の

アクターとして，社会教育の発展に尽力した乗杉

嘉壽や川本宇之介，小尾範治といった社会教育

課・局の官僚の影響力を焦点化してきたものの，

その外枠を決定づける政治過程，具体的にはアク

ターとしての内閣や文部大臣の影響力を等閑視

してきた点がある。この課題を踏まえることによ

って当時の社会教育政策が「教育」や「文部行政」

としてだけではなく「国政」全体のなかでどのよ

うに形成されてきたのかを知ることができる。 
3つ目としては，普通学務局に第四課が新設さ

れ，それが社会教育課になり，そして社会教育局

に昇格したという一連の整備過程を「社会教育」

の「誕生」や「拡充」の歴史として焦点化し理解

してきたために，その時々の為政者がなぜ学校教

育とは異なる社会教育を構想しなければならな

かったのかを十分に論じてこなかったことであ

る。国政においては学校制度をどのようなものと

して構想するのかという問題自体が政治課題で

あり，その時々の政権にとって可変的なものであ

る。よって，学校の「補完」や「拡張」といわれ

てきた社会教育の特質も含めて，国政において教

育政策全体として何が意図されたのかを，社会教

育政策が形成された過程において視野に含めて

おかなくてはならない。 
 以上の課題意識に基づき，本研究では主に明治

後期から昭和初期までの社会教育行政整備期を

対象として，アクターとしての文部大臣（小松原

英太郎，岡田良平，中橋徳五郎）の教育政策への

影響力を中心に，政権の教育政策に対する方針と

社会教育政策過程の関連を分析する。その際に，

報徳思想信奉者と実業教育推進者，貴族院と衆議

院との関係を通して分析することで，社会教育行

政機構が整備された要因を明らかにする。 
 本研究は先行研究が残す以下の問いについて，

政策過程を辿る中で紐解く手がかりを提供する

ことを目標とする。第一に，なぜ社会教育は文部

行政と内務行政との密な関係の中で形成された

のか。第二に，当時も決して一枚岩ではなかった

中央政府の政治家や官僚の権力構造の中からど

のように「社会教育」が成立したのか。第三に，

思想善導を目的とした国民教育という保守派の

要求と，経済界を中心としたブルジョアジーの教

育要求である実業教育の拡充という，一見すると

異なる性質の政策的意図がなぜ「社会教育」の名

において集約的に行政組織化したのか，である。 

2 研究の方法 
2.1 方法と分担 
 本研究の目的は次の 2点である。1つは，これ
までの近代社会教育政策に関する先行研究を整

理することである。もう 1つは，前節の枠組みに
沿って，明治後期から昭和初期の社会教育政策の

成立過程とその要因を通史的に描きなおすこと

である。本研究に当たり，先行研究のレビューに

ついては先行研究を可能な限り網羅的に扱うこ

とを目指したが，近代社会教育政策の成立過程に

ついての再構成作業に際しては，アクセス可能な

一次資料の参照に努めながらも，主に教育政策や

各内閣の政治過程について通史的に記述した少

数の文献に基づいて，近代社会教育政策の成立過

程を描写し直す方法を採っている。よって，本研

究によって新しい史実が発見されたわけではな

く，その意味において本研究は歴史研究としては

位置づけられないかもしれない。しかし本研究が

拓く研究上の意義は，戦前期を対象にして政策過

程研究を行い，社会教育政策がどのような要因に

よって成立したのかを明らかにする上で，これま

で焦点化されてこなかったアクターに目を向け

たことから一定の説明が可能だと考えられる。 
 なお，本研究で扱う「社会教育」とは「政策」

であり「制度」ではない。現代に存在する社会教

育制度の由来を辿るという意味においては本論

も「制度」研究の一端を担うものではあるが，当

時において法令に則った公式の「社会教育制度」

は存在しない。また地方アクターの行動を制約す

る独自の「社会教育制度」が非公式に存在したと

してもそれは国政において未だ生成過程にある
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従属的な変数であったという点において，当時の

「社会教育」は為政者の権力下において教育制度

と社会統治制度の挟間に位置する１つの「政策」

であったと理解する。 
 本研究は佐藤，荻野，中村の 3名による共同研
究の成果としてまとめられる。よって本研究の枠

組みや先行研究の取り上げ方についても原則と

して共同で責任を負うが，具体的な作業分担及び

執筆分担は以下の通りである。執筆前の作業とし

て，収集すべき先行研究の探索とリスト化を主に

佐藤と荻野で行った。その後，先行研究の大部分

は中村の手によって収集され，その整理・保管に

ついても主に中村が担当した。執筆分担としては，

2.2 を荻野が，それ以外の部分を佐藤が全て執筆
し，参考資料の年表は中村が作成した。 

2.2 先行研究の把握 

 本節では明治後期から昭和初期の社会教育政

策の研究状況の整理を行う 3)。 
 まず，戦前の社会教育政策の通史的に描いたも

のとして，国立教育研究所編（1974b）の『百年
史』や，宮原（1963），宮坂（1966）の研究を挙
げることができる。これらの研究は戦前の社会教

育政策を一定の流れに沿って描いたものであり，

政策の通史的な把握に適している。ただし，網羅

的な歴史記述を目的としており，社会教育政策が

成立した要因を明確にはできていない。 
 先行研究によれば，近代の社会教育政策はその

後の戦時動員体制を準備するものであり，大正デ

モクラシー期に展開された「教育機会均等」の発

想に基づきながら（小川 1971・1984a），青年期
教育の再編成の観点から（小川 1984b），社会行
政から社会教育行政が相対的に独立していく過

程において（姉崎 1987）整備されたとされる。
橋口（1960:32）の言葉を借りれば「二つの集中
現象」としてこれらの事象は捉えられる。 
 具体的な政策研究として，一方に，当時の政策

の担い手である文部省普通学務局第四課，社会教

育課，社会教育局の官僚たちの「思想」に政策の

根拠を見出すアプローチが見られる。これらの研

究では，当時の政策の立案過程に大きな役割を果

たしたとされる官僚の「思想」と，実際の政策と

の関係が注目されている。例えば，社会教育行政

機構の設立に重要な役割を果たした第四課課長

の乗杉嘉壽の思想研究（伊藤 1995，小林 2008，
松田 2001・2002，中山 1995，新海他 1997，小

川 2001），特殊教育に関する政策を推進した川本
宇之介の思想研究（平田 1985，石原 2002，伊藤
1996，松田 1984a，高橋 1992），社会教育課長の
小尾範治の思想研究（小林 1996，新海 1992，新
海他 1998），政策に関わった官僚の思想を個別に
検討した宮坂（1968）や全日本社会教育連合会編
（1983）の研究，大正期の官僚の思想の共通点と
差異を含めた総体的な特徴を描こうとした小川

（1977・1992），松田（2004），高橋（1995）の
研究等が存在する 4)。これらの研究では，官僚の

「思想」が政策形成に直接的に大きな影響を与え

たことが前提とされている。 
 他方で，政策が具体的にどのように実現された

のかに注目する政策実施過程の研究も存在する。

戦前の政策研究は，宮坂（1966）が描くように，
中央官庁での政策策定が地方における事業の実

施に直接的に影響したというモデルを基本とす

るが，当時の地方教育行政には一定の自律性が認

められたとする姉崎（1987）や松田（2004）の
研究も存在する。松田（2004）は，「上から」「下
から」という単純な二項対立の図式を採るのでは

なく，両者の「合流」や「混在」に注目すべきだ

とする。さらに山本（2003:186）は「地方教育行
政機構を掌握する内務省と掌握しきれない文部

省」を対比し，「文部省の政策が地方部に浸透し

て行ったのかは甚だ疑問である」としている。 
 個別の政策実施過程については，団体の組織過

程を扱った研究に，教化団体を対象とした小川他

（1956），青年団を扱った上野（1984），処女会
を扱った井上（1984）の研究がある。特殊教育政
策の地方への伝播の動態については平田（1986）
の研究が存在する。一方，地方教育行政機構の整

備については松田（1984b）等の研究が存在する。
さらに生活改善運動について，政策が「押しつけ」

ではなく「自発的」「内発的」に受け入れられた

とする小林（1984）の見方は注目に値する。 
 以上の先行研究の動向をまとめると，明治後期

から昭和初期の政策を対象とした研究の特徴と

して，1）政策の立案・形成過程については，中
心的な役割を果たした文部・内務官僚の「思想」

との関連を中心に研究が行われ，2）政策の実施
過程については，中央から地方への直接的な影響

や統制の過程が問題にされる中で，中央において

推進される社会教育政策は所与のものとして扱

われる傾向があったと言える。 
 今後の政策研究は，以下の点についてさらに深
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められていく必要がある。第 1に政策の立案・形
成過程をより政治的に捉えることが必要である。

社会教育課・社会教育局内部の論理や「思想」が

いかに政策として実現されたのかを見るだけで

なく，内閣や文部大臣の影響力はどのようなもの

だったか，内務省を始め関係省庁との間でどのよ

うな折衝や駆け引きが行われたか，そして社会に

存在する様々なアクターの教育要求がどのよう

に取り入れられて行ったのかを問う，政策に関わ

る多様なアクターの関係性に注目する研究が求

められる。例えば，このようなアクター間の政治

過程に注目する研究として 5)，同時期に展開され

た内務省の社会行政の整備・確立との関連が注目

される（姉崎 1987，小川 1992）。具体的には，
1925（大正 14）年の行政調査会での内務省と文
部省の権限委譲問題に言及する橋口（1960）や山
本（1987），感化救済事業・民力涵養運動におけ
る両省の分担について研究を行った，芦田（1984）
や山本（1990），青年団体・教化団体の事務移管
についての神田（1992）の研究等が存在する。こ
の時期の教育行政が内務行政から自律を果たし

ていなかったという見方（藤田・大串編 1984:50）
とも合わせて，文部省と内務省の関係は当時の教

育政策の特徴を見る上で，重要なテーマである。 
 第 2に，各アクターの「思想」を所与のものと
するのではなく，その「思想」がどのような社会

認識を基にして形成されたか，そしてどのような

国家形成のビジョンを持つものであったのかを

読み説く必要がある。当時の進学要求の高まり，

社会不安の増加や思想統制の需要の高まり，さら

には世界の中での日本の位置と，それに基づく国

力増強・産業発展の必要性等，各アクターの立場

からの，社会情勢の解釈と認識が社会教育「思想」

の根底に位置していたと考えられる。当時の社会

情勢と「思想」とを照合しながら，その形成過程

を追うことが求められている。 
 第 3に，文部省から地方教育行政への影響力の
程度と，その程度を決定づけた要因についても検

討が必要である。この時期，文部省の政策がどの

ように地方行政に浸透したのか，そして地方行政

機構がどのように整備されたかを事例として明

らかにし，研究を蓄積していくことが求められる。 
 以下，本研究では，この第 1，第 2の点と関わ
り，アクターとしての文部大臣の教育政策への影

響力を中心に，政権の教育政策に対する方針と社

会教育政策過程の関連を分析する。 

2.3 主なアクターの略歴 

a. 小松原英太郎（1852～1919年）6) 
 小松原英太郎は 1908（明治 41）年 7 月 14 日
から 1911（明治 44）年 8月 30日までの第 13代
の第二次桂太郎内閣において文部大臣を務めた。 
 小松原は現在の岡山県出身で，鰻問屋の長男と

して生まれた。幼い頃に漢籍を藩校で学び，1874
（明治 7）年に慶応義塾に入る。1875（明治 8年）
以来，新聞や評論雑誌において筆を執る。1876
（明治 9）年には評論雑誌の政権批判記事によっ
て新聞紙条例違反によって逮捕され，1878（明治
11）年 6月に釈放されて新聞社に入社する。1880
（明治 13）年，外務省に出仕し書記官となり，
1884（明治 17）年外務省書記官としてベルリン
に駐在する。1887（明治 20）年に帰国した後は
内務省に異動となり，内務大臣秘書官参事官とな

る。その後，埼玉県知事や静岡県知事，長崎県知

事，司法次官，内務次官を経る。1900（明治 33）
年山県内閣辞職とともに官僚を辞め，貴族院議員

では文部大臣に任ぜられ，1911（明治 44）年に
総辞職となった後は枢密顧問官に任ぜられる。 
 
b. 岡田良平（1864～1934年）7) 
 岡田良平は，1916（大正 5）年 10月 9日から
1918（大正 7）年 9月 29日までの第 18代寺内正
毅内閣と，1924（大正 13）年 6月 11日から 1926
（大正 15）年 1月 30日までの第 24代加藤高明
内閣，続いて 1926（大正 15）年 1 月 30 日から
1927（昭和 2）年 4月 20日までの第一次若槻禮
次郎内閣において文部大臣を務めた。 
 岡田は，現在の静岡県掛川市出身である。父は

衆議院議員だった岡田良一郎で，二宮尊徳の弟子

として報徳思想の普及に尽力した。岡田良平もま

た報徳思想の強い信奉者であった。一木喜徳郎は

実弟である。1889（明治 22）年に東京帝国大学
文科大学哲学科を卒業した後，文部省に入り，一

高教授，文部省視学官，参事官，書記官，実業学

務局長，文部長官，京都帝国大学総長等を経て，

1916（大正 5）年の寺内内閣，1924（大正 13）
年の加藤内閣及び 1926（大正 15）年の第一次若
槻内閣の成立に際し，文部大臣に任ぜられる。

1904（明治 37）年貴族院議員に勅選され，1929
（昭和 4）年にこれを辞している。 
 
c. 中橋徳五郎（1861～1934年）8) 

-  74  -



　 
 

 

 中橋徳五郎は，1918（大正 7）年 9月 29日か
ら 1921（大正 10）年 11月 13日までの第 19代
原敬内閣，及び 1921（大正 10）年 11月 13日か
ら 1922（大正 11）年 6月 21日までの第 20代高
橋是清内閣の時の文部大臣である。 
 中橋は，現在の金沢市に，加賀藩士の五男とし

て生まれる。1884（明治 17）年中橋家の養嗣子
となる。1882（明治 15）年に東京大学法学部に
入学した後，判事試補となる。その後，特許局審

判官，農商務省参事官，法制局参事官，衆議院書

記官，逓信省会計局長等を歴任し，1897（明治
30）年に逓信省経理局長に，翌年鉄道局長に任ぜ
られ，同年に官僚を辞して，大阪商船株式会社に

入り社長となる。政治家としては 1901（明治 34）
年より大阪市会議員に推され，議長を務める等し

た。1912（明治 45）年，大阪から立候補し衆議
院議員となる。その後立憲政友会に入党し，1917
（大正 6）年 5月金沢市より選ばれて再び衆議院
議員となる。1918（大正 7）年に原内閣で文部大
臣となり，高橋内閣にも文部大臣として在任した。 

3 社会教育政策の成立過程 
3.1 思想対策としての社会教育政策 
 社会教育政策は日露戦争を契機として積極化

したというのが通説的理解である。社会教育政策

の歴史を描く上で，第二次桂太郎内閣を始点と見

なすことが有意義だと考える。ただし，それ以前

より，内務省において青年団への統制や指導は積

極的に行われていた 9)。 
 1908（明治 41）年 6 月に起きた「赤旗事件」
に対する対応を引責の一因として西園寺内閣が

倒れた後，同年政権を引き継いだ第二次桂内閣に

おいては，社会主義思想対策が主要な任務の１つ

であった（宮原 1963:208）。同内閣で平田東助が
内務大臣になると，内務官僚の一木喜徳郎次官と

井上友一参事官の指導系列で地方改良に関する

積極的な事業展開を図った（宮原 1963:206）。 
 第二次桂内閣において文部大臣であった小松

原英太郎と内務大臣であった平田東助とは旧来

の友人であった 10)。内務省において平田内務大臣

と一木次官らが地方改良運動を推進するのに呼

応して，小松原文部大臣と岡田次官が社会教育の

普及に尽力したことは（宮坂 1966:134），小松原
と平田が親友であり，岡田と一木が兄弟であった

という彼らの間柄から見れば不思議ではない。 
 そして 1910（明治 43）年には「大逆事件」が

起こる。事件直後の 8月，文部省から「社会主義
文書取締に関する通牒」が各地方長官と学校長宛

に発せられた。第二次桂内閣の文部大臣であった

小松原英太郎は，この事件を「予が在職中最も重

大なる事件」と振り返っている（小松原英太郎君

伝記編纂実行委員会編 1924:109）。事件直後，小
松原は以下の3項の社会主義思想対策を閣議に提
出した。「第一，速に小学校教員中の無資格者を

廃止し，代ふるに完全なる資格を有する者を以て

し，且師範教育に改善を加へて良教員を養成する

と同時に小学校教員優遇の途を開くこと」，「第二，

実業補習教育及低度の職業教育を奨励し普及せ

しむること」，「第三，社会教育を奨励し之が交流

を図ること」の 3項である（小松原英太郎君伝記
編纂実行委員会編 1924:111-122）。小松原はこれ
ら 3項の予算化を図ろうとしたが，財政難のため
に第三項の趣旨による「文芸及通俗教育奨励費」

のみが翌 1911（明治 44）年に実現した。 
 小松原は，社会教育を奨励する必要性を以下の

ように述べている（小松原英太郎君伝記編纂実行

委員会編 1924:114）。 
 

 社会教育（或は通俗教育）を盛にし社会の風紀

を廓清し努めて醇良なる国民的精神を涵養するは

亦一般青年に対する不健全なる思想の誘惑感染を

防ぐ最有効の手段方法なりとす，現今社会の風紀

を壊敗し青年の子女をして自然主義に流れ社会主

義に心酔するに至らしむるものは其原因種々あり

と雖も其害不健全なる読物より太甚しきはなし国

家社会の安寧秩序を破壊するが如きものは素より

内務省に於て之が出版を禁止し居れりと雖も単に

此禁止のみにては其目的を達することを得ず一面

極端なる有害の読物は之が発行を禁遇すると共に

一面には其善良にして風教に益あるものは大に之

を奨励する策を取らざるべからず，且劇場寄席の

興業物活動写真等の如き社会の風教に至大の関係

を有するものを健全ならしむることは社会教育上

亦必要なる事項の一に属す。 
 
 1911（明治 44）年，「通俗教育調査委員会」が
設置された 11)。同調査会委員 26名は，横井時敬，
新渡戸稲造，湯原元一，湯本武比古，山崎直方，

桑田熊蔵，正木直彦，井上友一，小泉又一らの他

に，新聞社や雑誌社の記者によって構成された 12)。

通俗教育調査会設置に対する新聞の批評は芳し

くなく，また委員の中には必ずしも小松原の主義
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に同調しない者がいて，小松原が当初意図してい

た目的が明確に達せられることはなかったよう

であるが（倉内 1961:50，宮原 1963:210），小松
原自身は「通俗教育勃興の機運を進めたるは顕著

なる事実」と評価している（小松原英太郎君伝記

編纂実行委員会編 1924:122）。 
 1911（明治 44）年 8月 30日に桂内閣に代わっ
た第二次西園寺内閣においても，思想善導を目的

とした社会教育振興が取り組まれた。内務大臣と

なった原敬は，1912（明治 45）年 2月，神・仏・
基の三教の代表者を招待して懇談会を開いた。そ

こで「国民道徳の振興，社会風教の改善」のため

に協力することが決議された。この時内務次官だ

ったのが床次竹次郎だった（宮原 1963:211）。 
 1914（大正 3）年 4月に成立した第二次大隈内
閣は，当時の民衆から非常な好感をもって迎えら

れた。自由民権運動以来藩閥と闘い続け政党政治

を主張してきた大隈は，ジャーナリストの間でも

人気が高かった。しかし実情，文明運動に明け暮

れていた晩年の大隈が 77 歳の老齢をもって組閣
に至ったことは，政友会に反感を抱いてきた井上

馨をはじめとする元老たちの苦肉の策だったよ

うである（中村 1981:215）。 
 大隈はかなり進んだ教育思想の持主で，事ある

ごとに国民に自由独立の精神，権利義務，立憲制

についての知識を涵養する必要性を説いた。大隈

のブルジョア・デモクラシーの政治理念を反映す

るこうした教育意見が教育界に「明るさ」をもた

らし，民間においては新教育運動が活発化した。

この時，文部大臣に一木喜徳郎が就き，大隈内閣

の「行きすぎ」を制御する監視役になっていたが，

大隈内閣において「教育調査会」が設置され，学

制改革の問題においては改革に同意せざるを得

なかった。1915（大正 4）年の内閣改造では高田
早苗が文部大臣となり大学制度改革に努めたが，

貴族院を本拠とする山県系の保守派の反対に遭

い，これらの妨害を排除できないうちに大隈内閣

が倒れ，次の寺内内閣において岡田良平が文部大

臣となった（宮原 1963:216）。 
 先の第二次桂内閣の時期に設置された通俗教

育調査委員会の委員長を務めたのが当時文部次

官だった岡田良平である。文部大臣となった岡田

は，明治中後期以来の懸案となっていた大学・高

等学校制度に関する学制改革の根本的な解決に

取り組んだ。そこで 1917（大正 6）年，前大隈内
閣の下で 1913（大正 2）年に設置されていた「教

育調査会」を廃し，新たに内閣直属の「臨時教育

会議」を設置した。 
 学制改革問題についての審議は教育調査会で

充分に尽くされていた。しかし，教育調査会の構

成や運営形態は，岡田が考えていた教育方針を実

現する上で満足できるものではなかったという。

そこで岡田は文部大臣就任直後から，新しい諮問

機関の開設準備を始めた。諮問機関としてその答

申内容の権威を高めるために内閣直属の機関と

して位置づけ，枢密院，議会，財界，報道，各省

庁，直轄諸学校等関係各方面の有力者を網羅する

等の配慮がなされた。さらに諮問形式については

従前の慣行を改め，白紙委任の方法が採用された。

これは，審議会の政府・文部省からの独立性を顕

示し，答申内容についての権威付けを意図した措

置であったという。しかし同時に，諮問機関の主

宰者として平田東助を充て，事務局には文部官僚

を中心に配して文部大臣と会議の意思疎通の円

滑化を図った（阿部 1974a:278）。 
 臨時教育会議は教育制度全般にわたって改善

方策を提示した。1917（大正 6）年，「通俗教育
ニ関シ改善ヲ施スヘキモノナキカ若シ之アリト

セハ其ノ要点及方法如何」という諮問を受け，小

松原英太郎を委員長，一木喜徳郎，北条時敬，江

木千之，湯原元一，井上友一らを委員とする主査

委員会が答申原案の審議にあたった（宮坂

1966:143）。翌 1918（大正 7）年に決議答申され
た事項は 11 に及び，その要点は，通俗教育調査
会の設置（第一項），文部省に主任官を設置（第

二項），地方団体及び教育会等公益団体の協力と

地方主任者の設置（第三項），関係者養成のため

の施設（第四項），そして出版物・通俗図書館・

博物館・通俗講演会・活動写真その他興行物・音

楽・演劇・寄席・学校外の体育施設等についてそ

の「奨励」あるいは「改善」とともに「取締」を

要請するものであった。この答申に基づいて，

1919（大正 8）年に文部省普通学務局に，通俗教
育・図書館・博物館を分掌する第四課が設置され，

乗杉嘉壽が主任官となった（宮原 1963:246）。 
 臨時教育会議は，その答申・建議を通じて，明

治末年から第一次世界大戦に至る社会情勢の変

化を踏まえつつ，第一に明治以来の国家体制を堅

持するため教育内容改定の基本方針を提示した。

第二に高等教育を中心とする制度的改編の構想

を明らかにした。前者については「徳性」と「護

国ノ精神」を養成する手段としての国家主義的教
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育及び軍事教育振興の方針と「国家致富ノ淵源」

としての実業的陶冶重視の方針がそれぞれ示さ

れた。後者については，公私立大学や単科大学の

認可，高等女学校高等科の設置，義務教育費国庫

負担制度の確立，視学制度，社会教育制度の整備

等が掲げられた（阿部 1974b:899-900）。 

3.2 実業教育の振興と社会教育政策 

 原内閣が成立したのは 1918（大正 7）年 9 月
29 日で，1921（大正 10）年 11 月に原首相が暗
殺されたことにより，高橋内閣に引き継がれた。 
 原内閣で実業界から原の懇請により文部大臣

として入閣したのが中橋徳五郎であった（阿部

1974a:280）13)。内務大臣には，第二次西園寺内

閣で原が内務大臣の時に内務次官として原を助

けた，内務官僚あがりの床次竹次郎が抜擢された

（鳥海 1981:297）。逓信大臣を希望していながら
も，不本意ながら文部大臣に就任した中橋は，「素

人文相」らしく臨時教育会議の決議事項を忠実に

実施したと言われる（宮原 1963:223）。 
 中橋が特に意欲的に取り組んだのは，官立高等

教育機関の拡張と実業教育の刷新・充実であった。

第一次世界大戦後の好景気と各種産業の飛躍的

な発展が，それに見合う人材の供給を教育制度に

求め，このような社会情勢下で国民の向学心が高

まり，上級学校への進学傾向が過熱したのである。

よって，高等教育機関の拡張による高等産業人材

の育成とともに，実業教育機関による中堅技能者

の養成が急務とされた（阿部 1974a:280）。 
 原内閣は陸海軍大臣と外務大臣を除く全閣僚

が政友会会員によって占められた「純政党内閣」

だった（鳥海 1981:297）。政友会はかねてから積
極政策を掲げ，教育の改善整備，産業及び通商貿

易の振興，交通通信機関の整備拡充，国防の充実

という四大政綱を唱えており，原内閣のもとで本

格的に政策が推進された（鳥海 1981:309）。積極
政策の推進により原内閣の時代を通じ国家財政

は急激に膨張し，特に文部・内務・海軍・逓信の

各省で経費の伸びが著しかった（鳥海 1981:314）。 
 一方，第一次世界大戦を通じてもたらされたデ

モクラシー気運の中で，普通選挙を求める運動が

民衆運動の性格を帯びながら活発化していた。し

かし，原首相と政友会は普通選挙には消極的だっ

た。なぜなら明治末期以来再三にわたり内務大臣

を務めてきた原は，民衆運動の有効性と恐ろしさ

を熟知していたからである（鳥海 1981:323-325）。
同時に原内閣の時代には，米騒動等を契機として

もたらされた様々な社会問題，物価騰貴・労働争

議の頻発・失業問題・都市の住宅問題・「思想の

悪化」・生活不安等に対処する社会政策の必要性

が次第に強く叫ばれ始めるようになっていた。政

友会は必ずしも社会政策に熱心ではなかったが，

内務省を中心とする官僚たちの主導によって，漸

次，社会政策が具体化されていった。1919（大正
8）年，内務省地方局救護課が社会課と改称され，
翌年には社会局となった（鳥海 1981:329）。 

図 1 実業諸学校生徒数の推移（明治期～昭和初期） 
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 中橋文部大臣は，在任期間の前半を高等教育機

関の整備・拡張に取り組み，後半は実業教育制度

の拡充に努めた。1920（大正 9）年には実業学校
令が改正される等，およそ 20 年ぶりに実業教育
関係の諸法令が刷新された。これは，産業の発展

に即応できる人材の育成と教育内容の充実を期

して実施された措置であった。諸制度の改正と同

時に，実業諸学校の増設が行われ，1917（大正 6）
年頃から数年間で学校数はおよそ 60％増となり
生徒数は約 2倍となった（阿部 1974a:282-283）。
図 1は，この時期の各学校の生徒数の推移を表し
たものである 14)。 
 1920（大正 9）年以降の実業教育関係諸法令の
刷新に先立って，1919（大正 8）年 4月には実業
学務局が再置され，行政組織上の体制整備が行わ

れていた。実業諸学校制度改正の内容としては，

第一に，実業学校の種類に変更を加えたことであ

る。従前の甲種・乙種の別を廃止し，これまでの

工業学校，農業学校，実業補習学校に加え，農業

学校から独立した水産学校等，計 6 種類とした。
改正点の第二は，実業補習学校を拡充し，勤労青

少年を教育の場に誘引することで，産業と教育と

の連絡関係を親密化するよう図られたことであ

った。第三に女子に対する実業教育諸制度の整備，

及び実業学校と上級諸学校・その他中等学校との

連絡関係の確立があった（阿部 1974a:346-348）。 
 その後，大正中期から昭和初年にかけて，尋常

小学校を卒業して上級学校へ進学する者の数が

急速に増加していった。1924（大正 13）年に 75％
を超えた進学率は，1928（昭和 3）年度には約 85％
（男子約 97％，女子約 73％）に上昇した。進学
先の内訳は，尋常小学校全卒業者のうち，高等小

学校に約 59％，中学校に約 5％，高等女学校に約
6％，実業学校には約 3％，実業補習学校に約 8％，
その他各種学校に約 4％であった。中等教育段階
の諸学校の普及に伴うこのような生徒数の増加

は，その教育機能にも変化をもたらした。特に完

成教育機関としての性格が不十分であった中学

校及び高等小学校についても，実業的陶冶を一層

重視することで，実際生活（職業生活）への導入

機能を顕現する必要性が強く指摘されるように

なっていった。一般教科中心の画一的教育に偏り

がちだった制度を見直し，教育課程やその内容を

地方の事情によって編成する，いわゆる教育の

「実際化」が提唱された。その必要性については

既に臨時教育会議の中で理念的に示されてはい

たが，差し迫った問題として具体的に動き始めた

のは，大正末年から昭和初年にかけてであった。

これらに特に熱心な取り組みをみせたのは，各政

党と財界であった（阿部 1974a:350-351）。 
 政党と財界を中心として唱えられた中学校，高

等小学校における教育の「実際化」の提言は，確

かに被教育者の教育要求を重視しそれに応える

形をとっていたものの，産業政策・社会政策的な

意図が背景にあった。第一に高等教育機関，実業

教育機関の拡充によって産業界の指導者層・中堅

層が育成されてきたが，それに見合うだけの産業

の根幹を支える人材を確保すること，第二に，多

数を上級学校への進学コースから遠ざけること

によって，社会問題化していた入学難の解決を図

ること，そして第三に，全国的に画一の学校建設

設備をやめることによって教育費を節減し，地方

財政負担の軽減を図ること等，懸案を一気に解決

する効果が期待されていた（阿部 1974a:353）。 

3.3 近代社会教育政策の成立 

 1923（大正 12）年，第二次山本内閣の時に，「国
民精神作興ニ関スル詔書」が当面の緊切な教育目

標として提示された。また，社会の進展に伴う学

制改革の必要性も大きな課題となっていた。 
 「国民精神作興ニ関スル詔書」が発せられた直

後の 1923（大正 12）年 11 月，東京帝国大学で
は思想研究団体である社会科学研究会が設置さ

れ，同じ頃東北帝国大学で社会問題研究会が，翌

年5月に京都帝国大学に社会科学研究会が設立さ
れる等，各地の大学，高等専門学校，高等学校で

も同様の思想研究団体が学校当局の公認ないし

黙認という形で誕生していた。当初文部省も放任

の姿勢を示し，問題が表面化した際に適宜処理す

るという消極的態度を取ってきたが，社会科学研

究会が学内に基礎を固め公然と活動を始めたた

め，取締りが急速に強化された（阿部 1974a:305）。 
 次の清浦内閣で文部大臣となった江木千之は，

「国民精神作興ニ関スル詔書」の教育制度への具

体化方策等を付議するため，就任早々，内閣直属

の教育諮問機関として文政審議会の設立準備に

着手し，1924（大正 13）年に文政審議会が発足
した。しかし政情の激変により清浦内閣はわずか

5ヶ月で退陣し，憲政会・政友会・革新倶楽部の
護憲三派による加藤高明内閣（1924年 6月 11日
～1926年 1月 30日）が成立した。加藤首相は，
江木と同じ貴族院議員の岡田良平を文部大臣に
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充てた。文政審議会の委員だった岡田は，義務教

育年限延長について江木と鋭く対立していた。岡

田の基本認識は，学制改革問題については臨時教

育会議で議了しており，その答申の範囲を超える

制度改革は不要というもので，岡田にとって文政

審議会は臨時教育会議の答申を忠実に踏まえた

施行細則検討機関という以上の存在意義を持た

なかった（阿部 1974a:284-286）。 
 岡田文政の基調は「国民精神作興ニ関スル詔

書」にいう「時弊」を徹底的に教育制度から排除

することであった。具体策は，第一に新教育に対

する規制強化，第二に学園における「左傾思想」

の取締りと「軍事教育」の導入であった。一般青

少年に対して，国家・社会への意識を高める教育

を行うことは岡田の重視したところで 1924（大
正 13）年に実業補習学校における公民教育の比
重が高められた。岡田は次の第一次若槻内閣

（1926年 1月 30日～1927年 4月 20日）におい
ても文部大臣として留任された。岡田文政の下で

は，学制改革関係では目新しい措置が講じられな

かったが，「国民精神作興」に関する諸政策は精

力的に遂行された（阿部 1974a:286-288）。 
 この時期，第 50回帝国議会（1925（大正 14）
年 2月 23日）衆議院では，政友会の青木精一議
員により「社会教育に関する建議」についての趣

旨説明が行われた。その趣旨は成人の教育を振興

し，「教育の機会均等の趣意を徹底することが急

務であると云ふことを提案」するものだった（安

部 1933b:156）15)。翌 2 月 24 日には，憲政会の
樋口秀雄議員より，「社会教育局設置に関する建

議」が提出された。その建議案の要旨は，国民の

政治的思想が発達し，普通選挙の実現を見ようと

する中で，義務教育の年限延長だけでなく，学校

以外の民衆教育に力を入れ，国民教化の進展と民

衆思想の善導とに全力を尽くすため，社会教育局

を新設し，これまで内務省社会局で行っている，

教育に関する仕事を一切引き受けて行うべきで

ある，というものだった（安部 1933b:160）。 
 2月 23日同院では，「実業補習教育振興の建議」
についても議決が図られた。長田桃蔵議員からの

趣旨説明の中で次のように述べられ，この建議は

同院にて可決された（安部 1933b:154-156）。 
 

現下の義務教育を終りし者，又高等小学を卒業

致した者が，其儘では国民の実生活―それに触れて
何等役に立たないと云て不満の声が頻に聞えて居

る故に是だけでは教育が不完全であると看做さ

るゝから，何とか此改善をせねばならぬ声が高か

りし結果，此建議案が生じたのであります。［中略］

現在の此多数の不完全なる教育を受けた儘になつ

て居る所の成年を完全にしやう，精神教育に於て

も職業教育に於ても完全に是が補習教育をして行

かうと云うのには，どうしても此補助を今少しく

多くすると同時に少くとも大正九年の公約を之を

実行すると云ふ考でなければ，其目的を達するこ

とは出来ないと思うのであります。 
 
 1926（大正 15）年，文政審議会において高等
小学校における教育内容の改善についての答申

が行われた（阿部 1974a:354-355）。かつての臨
時教育会議においては，少数意見として葬られた

井上友一，江木千之らの構想があった。それは高

等小学校を「実業補習学校ノ模範」（井上）ない

し「産業界ニ於ケル下士官・常備兵ト云ウガ如キ

別段ニ頭数ヲ要スル者ヲ養成スル学校」（江木）

として性格づけるものであった。大正末に至って

この趣旨を踏襲する形で，中学校等の整備・拡充

に伴って義務教育修了者の 60％を収容するに至
った高等小学校を，職業生活を前提とした大衆教

育機関として整備する必要が生じたのである。 
 ところで，1925（大正 14）年 5月 1日，内閣
に行政調査会を設置することが閣議決定された。

この行政調査会において，省をまたがって多岐に

分かれている局課の整理を行うこととされた（内

閣官房編 1955:467）。行政調査会における「権限
論争」の経緯については橋口（1960）によって明
らかにされている。行政調査会では，「各庁事務

系等ノ整理ニ関スル件」に基づき内務省と文部省

の間で行政権の移管が問題となった事項が5項目
あった。その 5項目とは，(1)「教化団体・青年団・
処女会ニ関スル事項」，(2)「体育（運動競技ヲ包
含ス）ニ関スル事項」，(3)「感化教育ニ関スル事
項」，(4)「勤倹貯蓄・地方改良ニ関スル事項」，(5)
「史跡名勝天然記念物ニ関スル事項」であった。

そして最終的には 1927（昭和 2）年 1月に決定案
が作成され，上記事項のうち，(1)と(2)に関する
行政権が文部省の主張通り完全に内務行政から

文部行政に移管されて社会教育行政の所管とな

った。(3)から(5)の 3 項目は，従来どおり内務行
政に留まったが，(5)に関しては翌 1928年に改め
て文部省に移管された（橋口 1960:35-36）。 
 このような折，「思想善導」政策は 1928（昭和
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3）年後半から矢継ぎ早に展開された。政府は思
想善導費を文部省の責任支出とすることを緊急

に決めた。この経費により文部省に学生課が新設

され，学生生徒の思想及び思想的運動に対する指

導監督体制の強化が図られた（阿部 1974b:309）。
1929（昭和 4）年，学生課は一年未満で学生部に
昇格した。学生部の設置と同時に普通学務局の社

会教育課が局に昇格し，青年教育課，成人教育課，

庶務課の三課が置かれた。このようにして，思想

対策と教化動員遂行のための中央における布陣

が短期間に整えられていった（阿部 1974b:916）。 
 1929（昭和 4）年 7月 2日に成立した浜口内閣
は，緊縮財政の確立と国民の「思想悪化」傾向に

対する抜本対策の樹立の2つを緊急に取り組むべ
き課題として抱えていた。これらに対処する方法

として，政府はまず社会一般を広く包括した全国

的な「教化」運動を率先して展開することで，国

民の間に共通の精神基盤を形成し，難局を切り抜

けようと企図した。中でも，同年 6月 29日に局
に昇格・拡充されたばかりの社会教育局がその運

動推進の中核に位置づけられたのである。 

4 まとめと考察 
4.1 教育の「実際化」という接点 
 近代社会教育政策は，社会主義思想の広まりを

危惧した保守派官僚と貴族院議員を中心として

推進され，国家財政の逼迫による緊縮の必要に伴

う諸問題の解決も企図されながら，明治末期から

昭和初期にかけて漸次，行政機構として拡充・整

備された。一方，近代化とともに急速な産業の発

達を見ようとしていた日本では，高等教育を受け

た有能な経営者と中堅技術者を求めるだけでな

く，産業を下支えする大量の労働者を必要として

いた。大正期から昭和初期にかけて，義務教育だ

けでなくさらに上級学校への進学を希望する者

が増加する中で，教育の「実際化」と進学熱の「冷

却」が政策的に図られることとなった。ここに至

って，実業補習学校を思想善導のための教化機関

としたい保守派と，産業の底辺を支える労働者を

養成したい財界・産業界の要望が，ともに社会教

育政策の拡がりを推進する力となった。 
 明治末期から昭和初期にかけて，小松原英太郎，

岡田良平，平田東助，一木喜徳郎らを中心とした

官僚出身の貴族院議員によって，思想善導・国民

精神作興のための社会教育政策が形成され拡充

されていった。社会の秩序安定のために教育の活

用が模索された結果と言える。その一方で，積極

財政を行った原内閣において，中橋徳五郎文部大

臣の下で高等教育と実業教育が制度的に整備さ

れたことは，中等教育諸学校への進学者数を増加

させ，結果として中等教育諸学校における教育内

容を質的に変化させることとなった。それが教育

の「実際化」であり，職業訓練という側面におい

て社会と教育の接点を用意する結果に至ったと

考えられる（図 2参照）。 

4.2 本研究で得られた知見と，今後の課題 

 本研究の成果と課題は以下の通りである。第一

に，なぜ社会教育は文部行政と内務行政との密な

関係の中で形成されたのか，という疑問に 1つの
解答を提供したことである。当時の政治家・官僚

の関係性の中で社会教育政策の成立過程を見る

ことによって，内務大臣（平田東助，一木喜徳郎

等）と文部大臣（小松原英太郎，岡田良平）の親

図 2 社会教育政策の成立過程 
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密な関係性の上に近代社会教育が構想され生成

されたことが分かる。しかし行政組織の整備拡充

に伴って，その行政権限は明確に線引きされるこ

ととなる。1925（大正 14）年の行政調査会がそ
の契機であった。 
第二に，当時も決して一枚岩ではなかった中央

政府の政治家や官僚の権力構造の中からどのよ

うに「社会教育」が成立したのか，についての一

側面を明らかにしたことである。特に，岡田良平

の強い影響下で設置され，小松原英太郎，平田東

助，一木喜徳郎，井上友一らも委員等として参与

した臨時教育会議の存在が，岡田が文部大臣を退

いて以降も岡田らの影響力を文部行政内に残す

装置として機能したと考えられる。この臨時教育

会議に付与された権威が，文部行政に対して「素

人」であった原内閣下の中橋文部大臣をしてその

答申内容を忠実に実行せしめ，思想善導のための

社会教育（通俗教育）行政組織が整備される要因

になったと考えられる。 
第三に，思想善導を目的とした国民教育という

保守派官僚の要求と，経済界を中心としたブルジ

ョアジーの教育要求である実業教育の拡充とい

う，一見すると異なる性質の政策的意図がなぜ

「社会教育」の名において集約的に行政組織化し

たのかという問いに関する1つの仮説を示したこ
とである。保守派官僚とブルジョアジーが社会政

策や学制改革に関して抱く見解は必ずしも一致

を見ない。その不一致は，高等教育制度改革にお

いて顕著に表れていた。しかし社会教育政策に関

して，それぞれ初発の思惑を異にしながらも，国

民精神作興と実業教育の両側面から社会教育政

策の成立と拡充を促した。そこでは，一見性質の

異なる思想善導と実業教育振興という2つの目的
が，教育の「実際化」という理念の下に方策を同

一化し得たと理解できる。 
 残された研究課題として，今回は通史的に概観

したそれぞれの政治的アクターの行動をさらに

詳らかにするべく資料収集に努めることである。

その上で，個別の政治的アクターの行動とその背

後にある多様な政治経済要因との関係を明らか

にし，その中から近代社会教育政策の成立・変容

を規定した要因を明らかにしていくことで，近代

社会教育政策と現代社会教育政策との異同を明

らかにすることが可能になると考えられる。 

 

注 

1）乗杉が初代の課長に就任する。 
2）第四課が社会教育課に改称される半年前に乗
杉は松江高校の校長に異動となり，後任に小尾

範治が課長となった。 
3）先行研究の整理は，姉崎（1995），松田（2004），
辻（1995），山本（2003）等を参照して行った。 

4）内務省の政策について同様の研究姿勢を採る
ものとして，植松（1996）の研究がある。 

5）関連して，特殊教育の政策立案過程について，
関係団体が政策過程に及ぼした影響力を明らか

にした平田（1989）の研究がある。 
6）安部（1932a:397）を参照した。 
7）安部（1932b:351-352）を参照した。 
8）安部（1933a:406）を参照した。 
9）1905（明治 38）年には，内務官僚で当時地方
局府県課長だった井上友一を中心として「中央

報徳会」が組織される等，積極的に内務省主導

の地方改良運動が展開されていた。 
10）平田東助は「予は小松原君とは明治 16年以
来其の薨去に至る迄入魂の間柄で実に長い間の

親友であった」と述べている（小松原英太郎君

伝記編纂実行委員会編 1924:146）。小松原と平
田は 1906（明治 39）年以来，産業組合中央部
の副会頭と会頭の間柄でもあった。 

11）小松原文部大臣の社会教育観と通俗教育調査
委員会の内容については，倉内（1961）が体系
的な研究成果を残している。 

12）新聞界には，このような人選が政府の通俗教
育方策に対する一種の緘口令を意図するもので

あるという見方と，ジャーナリズムの持つ社会

教育的機能という観点から積極的な意味を見よ

うとする見方があったと指摘されている（倉内

1961:82）。 
13）中橋は必ずしも文部大臣に就くことを望んで
いたわけではなかった。当初，原としては文部

大臣として元田肇を予定していたが，内務大臣

を自任していた元田が不満の色を表すと，原は

断固たる態度で元田を候補から外し，逓信大臣

を予定していた中橋を文部大臣に回した（鳥海

1981:297）。 
14）文部省（1957）より筆者作成。 
15）趣旨説明の最後に，「今日の社会教育は文部
省に於て普通学務局の一課として，而も今日は

専任の課さへない兼任の課長で以ってやつて居

るような状態」で，さらに「主管の系統から云

ひましても，文部大臣，内務大臣の共同主管の

やうな状況に青年団，処女会，及少年団の社会

教育の事項が共同所管のやうになって居るので
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ある，甚だ其局に当る人も遣り悪からうと思ふ

のであります」と述べており，「社会教育局と云

ふやうなものを丁度内務省に於ける今日の社会

局のやうな独立したる省外局と致しまして」設

置することを要望していた（安部 1933b:159）。 
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    The purpose of this paper is as follows. One section is designated to organize the preceding studies on 
modern social education policies in a comprehensive manner. The other section is to rewrite the dynamics 
from among some political actors and the factors of how modern social education policies came into 
existence. In previous studies, the tendency was to regard the formation of modern social education 
policies and the administrative amplification as given results. Therefore, adequate clarification was not 
made of the factor that modern social education was realized in the Taisho and the early Showa eras. In this 
paper, we regard the Ministries and Ministers of Education of the time as some of the key actors, and have 
tried to describe the factors and reorganize the framework for studies on social education policies. 
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